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H８．４：高経年化に係る基本的な考え方
Ｈ１７．８：高経年化対策に係る充実について

1高経年化対策の経緯と概要

○平成８年４月 「高経年化対策に関する基本的な考え方」
・事業者は自主的な保安活動として高経年化技術評価及び長期保全計画を策定

○平成１５年 ９月 「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（以下、炉規則）」の一部改正
（安全規制の強化に伴う高経年化対策の実施義務付け）

・運転開始日以降３０年を経過する日までに技術評価及び長期保全計画を策定
・１０年を超えない期間毎に再評価

○平成１６年１２月 「高経年化対策検討委員会」 高経年化対策の充実を図るために国において設置
平成１７年 ８月 「実用発電用原子炉施設における高経年化対策の充実について」報告

・従前の評価結果は妥当であるとしつつ、基本的要求事項の明確化等を要求

○平成１７年１２月 「高経年化対策検討委員会」の報告を踏まえた高経年化対策の充実策の具体的展開
・炉規則の一部改正（報告の義務化、対象機器の明確化、評価プロセスの追加）

・高経年化対策実施のためのガイドライン／標準審査要領等の発行※

・長期保全計画に基づく保全策を定期事業者検査として義務付け
※：平成１９年６月 浜岡１号機，福島第一３号機，美浜３号機の審査等を反映し、一部改訂

▲H15.10
▲H1８.1



○平成８年４月の「高経年化に係る基本的な考え方」に基づき、下記の４プラントに
ついて、高経年化技術評価及び長期保全計画を策定

既評価プラント

・美浜発電所１号機 平成１１年 ２月提出
・美浜発電所２号機 平成１３年 ６月提出
・高浜発電所１，２号機 平成１５年１２月提出

○平成１７年１２月に改正された炉規則及びガイドライン／標準審査要領に基づき、
高経年化技術評価及び長期保全計画策定を実施

既評価プラント

・美浜発電所３号機 平成１８年 １月提出（７月一部補正）
今回評価プラント

・大飯発電所１，２号機 平成２０年 ３月提出

関西電力の取り組み 2

１．高経年化対策実施ガイドライン

高経年化対策の実施（体制，方法等）に係る基本的要求事項を定めている

２．高経年化対策標準審査要領

事業者の審査等を行う際の判断基準及び視点・着眼点を示している

ガイドライン／標準審査要領



これまでに実施した大飯１，２号機の主な保全対策 3

主変
圧器

65.5％

0.48回/年

約1,889億kWh

１号機 ２号機

72.1％累積設備利用率

0.36回/年計画外停止率

約2,029億kWh累積発電電力量

＜大飯発電所１，２号機の運転実績＞

営業運転開始～平成１９年３月末現在

蒸気発生器

加圧器

原子炉容器上部蓋

原子炉容器 １次冷却
材ポンプ

給水ポンプ

タービン 発電機

復水器

放水路へ

冷却水
（海水）循環水

ポンプ

水

蒸気

応力腐食割れ、疲労対策

・蒸気発生器取替え
（1号機：平成6,7年度、2号機：8,9年度）

疲労対策

・１次冷却材分岐管取替え
（1号機：平成12年度、2号機：11,12年度）

応力腐食割れ対策

・原子炉容器上部蓋取替え
（1号機：平成12年度、2号機：10,11年度）

・低圧タービンロータ取替え
（1号機：平成10,11年度、2号機：平成8,9年度）

腐食対策

・２次系熱交換器取替え（1,2号機：平成18,19年度）

・２次系配管取替え（1,2号機：～19年度）

絶縁低下対策

・発電機回転子巻替え
（1号機：平成6,7年度、2号機：8,9年度）

コンクリート劣化対策

・コンクリート外壁面塗装
（1,2号機：昭和61,62年）

コンクリート



高経年化技術評価の流れ

長期間の使用（６０年間を仮定）に対する健全性を評価
・経年劣化事象が発生する可能性の有無の確認
・経年劣化事象の発生及び進展傾向に対する現状の保全

活動の妥当性の確認
・耐震性への影響等の確認

定期的（１０年毎）、及び新たな知見が得られた場合などに
再評価を行なう。

将来的に経年劣化事象が顕在化すると懸念されるもの等
については、現状の保全活動に追加すべき項目を抽出し、
今後１０年間の具体的実施内容、実施方法、実施時期につ
いての長期保全計画をとりまとめる。

高経年化技術評価発電所を構成する機器，構造物

発生が考えられる経年劣化事象
と部位の抽出

経年劣化事象に対する評価

長期保全計画の策定

着目すべき経年劣化事象の抽出

・現状の保全活動に追加すべき項目の抽出
・今後１０年間の実施計画（長期保全計画）を策定

・経年劣化事象が機器に与える影響

・経年劣化事象の発生及び進展傾向に対
する現状の保全活動の妥当性

・耐震性への影響

・機器の材料、使用環境
・過去の不具合事例
・学術的知見 等

評価結果

今後の活動
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○６０年間の運転期間を仮定しても、大部分の機器・構造物※１は、現在行っ
ている保全活動（分解・点検・手入れ等）を継続していくことで、健全性を維
持可能と評価

※１：大飯１,２号機で約１５万ある機器・構造物を評価対象

○一部の機器については、実施すべき項目（点検・検査項目の追加、データ
の蓄積、知見の拡充、試験の実施等）を長期保全計画※２としてまとめまた

※２：約３０の機器・構造物に対して約４０項目

＜長期保全計画の代表例＞

＊１ 短期：2009～2013年までに実施、中長期：2009～2018年までに実施、
次回評価時：次回高経年化技術評価で実施

現在行っている保全活動に加
え、長期保全計画に基づく保
全を実施していくことにより、
機器・構造物の健全性を維持

高経年化技術評価結果と長期保全計画

次回評価時疲労評価は、プラントの起動・停止等の回数に依存
するため、今後はプラントの起動・停止等の回数を確
認していく。

疲労割れ原子炉容器
等

中長期コンクリートの圧縮強度を推定する非破壊試験等を
実施し、強度に急激な経年劣化が生じていないことを
確認していく。

強度低下コンクリート
構造物

短期より実機環境を模擬したケーブルの経年劣化手法の
検討がされており、その成果を反映し、長期健全性
の再評価を実施していく。

絶縁低下ケーブル

中長期国や民間の技術開発、規格基準化に参画し、脆化予
測式の精度向上等に取り組んでいく。

中性子照射脆化原子炉容器

実施時期長期保全計画の概要経年劣化事象部位
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靭
性
（
延
性
）

温度

中性子照射による材料特性の変化

上部棚吸収エネルギー

初期

127J

114J

29℃-15℃

＜健全性評価＞

上部棚吸収エネルギー予測式による評
価を実施し電気協会基準に基づき６８Ｊ
以上であることを確認

目盛板

ハンマ

試験片

ハンマが試験片を破壊する際に試験片が
吸収できるエネルギーを測定

関連温度（次頁）

主要な高経年化技術評価の結果 その１

１．原子炉容器の技術評価（1/3）

60年間後の予測値＊

60年間後の予測値＊

（＊：大飯１号機での予測値）
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○関連温度の上昇 加圧熱衝撃（ＰＴＳ）評価を実施（次頁）

関
連

温
度

（
℃

）

第3回
第2回

第1回

大飯１号機の関連温度の実績と予測

654321
-100

-50

0

50

100 脆化予測＋裕度

脆化予測

６０年時点の原子炉容
器＊の照射量予測値

＊原子炉容器内表面から板厚の1/4深さの位置

第4回

7

中性子照射量 （×１０１９ n/cm2, Ｅ≧１MeV）

３０年相当 ６０年相当

主要な高経年化技術評価の結果 その１

１．原子炉容器の技術評価（2/3）

監視試験片
カプセル

監視試験片では原子炉
容器の実照射量より先
行する材料特性を把握

第４回試験片取出時点の
原子炉容器＊の実照射量



大飯１号機 加圧熱衝撃評価結果（関連温度の評価）

・運転開始から６０年を想定した加
圧熱衝撃評価の結果，破壊に対
する抵抗力が常に破壊力を上回
っており，不安定破壊しないこと
を確認した

破壊に対する抵抗力：KⅠC

破壊力：KⅠ

【抵抗力 > 破壊力】

ＫⅠ

大破断ＬＯＣＡ
小破断ＬＯＣＡ
主蒸気管破断（冷却に厳しい）
主蒸気管破断（再加圧に厳しい）

運転開始時点
のKⅠC曲線

運転開始後60年時点のKⅠC曲線
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高経年化への対応

○最新知見による脆化予測式で評価を行うとともに，従来の予測と大きく異なる場合は再生試験片
の装荷なども含めて，実機への適用を検討していく。

8主要な高経年化技術評価の結果 その１

１．原子炉容器の技術評価（3/3）



２．低圧ケーブルの技術評価（1/2）

例：難燃ＰＨケーブルの長期健全性評価試験条件（大飯１号機の場合）

① 格納容器内の実機環境として設計平均温度４９℃を用いる場合

結論：試験条件は，実機環境に基づいて６０年間の運転期間を想定した劣化条件を包絡している。

６０年間の通常運転時の

使用条件に基づく劣化条件

または

設計想定事故時の環境条件

試 験 条 件

１１７℃－９日
（＝６０℃＊１－６０年）＊２

１４０℃－９日温 度

最高圧力：約0.083MPa［gauge］最高圧力：0.41MPa［gauge］圧 力

最高温度：約１１６℃最高温度：１９０℃温 度

１２８０kGy１５００kGy放射線

（集積線量）

１３２kGy５００kGy放射線

（集積線量）

相
当

通
常
運
転

事
故
相
当

設
計
想
定

＊1：原子炉格納容器内でのケーブル周囲温度（約４９℃）に通電による温度上昇と
若干の余裕を加えた温度として設定した。

＊２：アレニウス則に基づくと、６０℃-６０年間は、１１７℃-９日間と評価できる。

加速熱劣化

放射線照射

放射線照射
（設計想定事故時）

設計想定事故
雰 囲 気 暴 露

判 定

長期健全性評価手順

主要な高経年化技術評価の結果 その２ 9



② ホットスポットに敷設されている場合

－○140℃－9日127℃－9日68.0℃－60年難燃ＰＨケーブル

○

○

○

○

△

判定

59.1年

110℃－13日

111℃－13日59.8℃－44.2年

25.0℃－15.8年ＫＫケーブル

実環境への

換算期間

健全性評価

試験条件

換算結果想定環境ケーブル種類

－110℃－13日58.0℃－60年

－117℃－14日58.0℃－60年

－

135℃－14日

119℃－14日59.8℃－60年ＳＨＶＶケーブル
（=SHVSHVｹｰﾌﾞﾙ）

－130℃－12日117℃－12日68.0℃－60年ＰＡケーブル

例：ホットスポットに敷設されている低圧ケーブルの評価（大飯１号機の場合）

高経年化への対応

より実機環境を模擬したケーブルの経年劣化評価手法に関する検討が国プロジェクトで
実施されており，今後その成果を反映し，長期健全性の再評価を実施していく

２．低圧ケーブルの技術評価（2/2）

主要な高経年化技術評価の結果 その２ 10

○ケーブル種類の記号の意味は、次のとおり。

Ｐ：エチレンプロピレンゴム，Ｈ：クロロスルホン化ポリエチレン，Ｋ：シリコーンゴム，Ａ：アスベスト編組，ＳＨＶ：特殊耐熱ビニル



３．コンクリート構造物の技術評価（1/2）

コンクリート強度低下の経年劣化要因に対する評価結果（例：大飯１号機 中性化）

（２）（１）

○

○

○

判定

取水構造物

外部遮へい壁
(屋内面)

内部コンクリート

８．５５２．７１．８０．１屋外

７．０３．８２．５０．１

６．０４．０２．６０．２

屋内

運転開始後

60年経過

時点

測定時点

(運転開始後

25～28年

経過時点)

予測式による推定値測定値

(運転開始後

25～28年

経過時点)

鉄筋が腐食

し始める時の

中性化深さ

(cm)

中性化深さ(cm)

構造物

中性化によるコンクリートの強度低下に対して
長期健全性評価上問題とならない｡

（凡 例） ○：（１）＜（２） ×：（１）≧（２）

主要な高経年化技術評価の結果 その３ 11



高経年化への対応

３．コンクリート構造物の技術評価（2/2）

主要な高経年化技術評価の結果 その３

コンクリートの圧縮強度試験結果（大飯１号機の場合）

２００５年
（２６年）

１９９９年
（２０年）

２００２年
（２３年）

２００７年
（２８年）

２００７年
（２８年）

２００２年
（２３年）

実施時期
（運転開始後
経過年数）

取水構造物

原子炉補助建屋

タービン建屋
（タービン架台）

原子炉格納施設基礎

外部遮へい壁

内部コンクリート

構造物

４４．１N/mm２

（４５０kgf/cm２）
２３．５N/mm２

（２４０kgf/cm２）

４８．５N/mm２

（４９５kgf/cm２）
１７．７N/mm２

（１８０kgf/cm２）

４９．８N/mm２

（５０８kgf/cm２）
２０．６N/mm２

（２１０kgf/cm２）

４４．７N/mm２

（４５６kgf/cm２）
２０．６N/mm２

（２１０kgf/cm２）

４３．８N/mm２

（４４７kgf/cm２）
２０．６N/mm２

（２１０kgf/cm２）

５５．０N/mm２

（５６１kgf/cm２）
２４．５N/mm２

（２５０kgf/cm２）

平均圧縮強度設計基準強度

今後は，現状保全に加えて，リバウンドハンマーによりコンクリートの強度推定を行
なう非破壊試験を定期的（１回／５年程度）に代表構造物において実施すること等
により，強度に急激な経年劣化が生じていないことを確認していく。

いずれも,平均圧縮強度は設計基準強度を十分に上回っている。
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全て許容応力以内
であることを確認

STEP1）減肉管理で最も厳しい

減肉状態の評価
流れ

耐震安全性評価例（配管減肉）

許容応力以下

許容応力以上

減肉想定部位を管理値（必要最小肉厚）まで仮想的
に周軸方向に一様減肉させ，３次元梁モデルまたは
FEMにより発生応力を評価

報告書に記載報告書に記載

工事後のモデル

減肉が想定される炭素鋼配管について，
固定端を境界に複数の解析対象ブロック
に分ける。（同一系統であっても全ブロック
を評価対象とする）

流れ
STEP2）運転開始後３０年以降の評価

減肉想定部位の実測データ（肉厚，減肉率）に基づ
き，同一ラインで最も早く必要最小肉厚に至る時点に
おける肉厚まで仮想的に周軸方向に一様減肉させ，
３次元梁モデルまたはFEMにより発生応力を評価

必要最小肉厚で一元管理可能
なように，運転開始後３０年とな
る前の定検でサポートの追加設
置等を実施予定
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大飯１，２号機特有設備の技術評価

①高経年化対策上着目すべき経年劣化事象
蝶番（ヒンジ）の固着
（事故時に格納容器内に吹き出した蒸気を導くためのドアパネルの蝶番）

②高経年化への対応
下部入口ドア及び中間デッキドアのヒンジの固着に対しては、定期的にドア
の開力の測定にて確認していく。

＜高経年化技術評価結果＞

アイスコンデンサ設備

格納容器水素再結合装置大飯１，２号機には、既に高経年化技術評価を
行ったプラントにはないアイスコンデンサ*1と呼ば

れる設備がある。

＊１：原子炉格納容器内に設置されており，事故時に格納
容器内に吹き出した蒸気を導くためのドアパネルが開くこと
で流入した蒸気を氷により凝縮し、圧力の上昇を抑える役
割がある。

14
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１次冷却材ポンプ 
●ケーシングの疲労評価に対す

る実過渡回数の確認 

余熱除去ポンプ 
●ケーシングの疲労評価に対する

実過渡回数の確認 

余熱除去クーラ 
●管板等の疲労評価に対する実過渡回数の確認 

再生クーラ 
●管板等の疲労評価に対す

る実過渡回数の確認 

蒸気発生器 
●インコネル６００合金使用部位の応力腐食割れは保安院指示文書（平成 17･06･10 原院第 7 号
NISA-163a-05-2）に基づき健全性を確認するとともに，国プロジェクト等の知見を踏まえ，今後の保全に反
映すべきものであるかを検討（１号機） 

●冷却材出入口管台セーフエンドの応力腐食割れは割れ発生に関する研究結果や国プロジェクト等の応力腐食
割れの知見等に基づき他機器も含め保全の必要性を検討（２号機） 

●管板等の疲労評価に対する実過渡回数の確認 
●伝熱管に対して，必要により化学洗浄等によるスケール除去を実施 

 

原子炉容器 

●冷却材出入口管台等の疲労評価に対する実過渡回数の

確認 

●胴部の中性子照射脆化に対しては，関連温度上昇に対

する脆化予測式の精度向上を行うとともに，使用済試料

片の再生技術確立を図った上で，実機への適用を検討 

●インコネル６００合金使用部位の応力腐食割れは保安
院指示文書（平成 17･ 06 ･ 10  原院第 7 号
NISA-163a-05-2）に基づき健全性を確認するとともに，
国プロジェクト等の知見を踏まえ，今後の保全に反映
すべきものであるかを検討 

加圧器 
●スプレイライン用管台等の疲労評価に対する実過渡回数の確認 
●サージ用管台のインコネル６００合金使用部位の応力腐食割れは保安院指示文書
（平成17･06･10 原院第7号NISA-163a-05-2）に基づき健全性を確認するととも
に，国プロジェクト等の知見を踏まえ，今後の保全に反映すべきものであるかを
検討 

余熱除去ポンプ入口出口ライン貫通部 
●端板の疲労評価に対する実過渡回数の確認 

主蒸気・主給水管貫通部 
●伸縮継手の疲労評価に対する実

過渡回数の確認 

加圧器サポート 
●スカート溶接部の疲労評価に

対する実過渡回数の確認 

炉内構造物 
●炉心支持構造物の疲労評価に対する実過渡回数の確認 
●制御棒クラスタ案内管（案内板）については，民間規格等を踏まえて，今後の保全の必要性を検討（１

号機） 
●制御棒クラスタ案内管（案内板）については，民間規格等の活用により，直接的な摩耗データの採取

や取替え等の保全を検討（２号機） 
●ステンレス鋼の照射誘起型応力腐食割れについては，適切な時期に超音波探傷検査を実施すること

を検討する。また，国プロジェクトで蓄積された知見，民間規格等の活用により今後の保全を進めて
いく 

●炉心そうの中性子照射による靭性低下については，国プロジェクトで蓄積された知見，民間規格等の
活用により今後の保全を進めていく 

余熱除去系統配管他 
●母管の疲労評価に対する実過渡回数
の確認 

●高温水と低温水の合流部は，保安院指
示文書（平成 19.02.15 原院第２号
NISA-163b-07-1）に基づき今後の保全
を行っていく 

タービン動補助給水ポンプ蒸気タービン
●ケーシング等の疲労評価に対する実

過渡回数の確認 

余熱除去系統配管サポート 
●配管サポートの疲労評価に対する実過渡回数の確認 

１次冷却材管 
●母管及び管台の疲労評価に対

する実過渡回数の確認 

１次冷却系統配管 
●母管の熱成層による疲労評価

に対する実過渡回数の確認 

主給水系統配管 

●母管の疲労評価に対する
実過渡回数の確認 

コンクリート構造物 
●リバウンドハンマーによりコンクリートの強度

推定を行う非破壊試験等を定期的に実施 

ステンレス鋼配管／低合金鋼配管／炭素鋼配管 
●母管の腐食に対しては，知見拡充の観点から肉厚計測を行
い，原子力検査データ処理システム（NIPS）による管理の
徹底を図るとともに，検査結果による知見を踏まえた「2
次系配管肉厚の管理指針」の改訂を継続的に行っていく 

 

余熱除去系統仕切弁他 
●弁箱の疲労評価に対する実過渡回数の確認 

高圧ケーブル 
●絶縁体の絶縁低下に対しては，より実機環
境を模擬したケーブルの経年変化評価方
法に関する検討が国プロジェクトで実施
されており，今後その成果の反映を検討 

余熱除去ポンプ入口弁他 電動装置 
●モータの絶縁低下に対しては，６０年間の運転期間における経年変化及び事故時雰囲気による劣化を想
定した試験を実施中であり，今後その試験結果にもとづく保全を検討  

基礎ボルト 
●スタッドボルト等の大気接触部に対しては，適切な機会を利用してサンプリング等により腐食・付着力等の

調査を実施 
●ケミカルアンカに対しては，適切な機会を利用してサンプリング等により樹脂の劣化等の調査を実施 

第１低圧給水ヒータ，第２低圧給水ヒータ 
●耐圧構成品等の腐食に対しては，適切

な時期に実機での肉厚計測を実施（１
号機） 

加圧器ヒータ 
●ヒータシースの外面からの応力腐食割れ
に対しては，海外プラントでの検討結果
や国プロジェクト等の知見に基づき，今
後の保全に反映すべきものであるか検討

低圧ケーブル，同軸ケーブル 
●絶縁体の絶縁低下に対しては，より実機環境
を模擬したケーブルの経年変化評価方法に
関する検討が国プロジェクトで実施されて
おり，今後その成果を反映し，長期健全性の
再評価を実施。再評価に当たっては，保安院
指示文書に基づく，原子炉格納容器内のケー
ブル布設環境の調査結果を反映 

低圧タービン 
●第１内部車室の疲労評価に

対する実過渡回数の確認 



今後の取り組み

○長期保全計画は、今後１０年間、原則として定期事業者検査として実施

○現状保全及び長期保全計画を適切に実施していけば、現時点において、
技術的には６０年間の運転は可能と考えられる

○継続して、新知見の反映や、必要な技術開発を行っていく

技術情報調整委員会(JNESに設置)等を通じ、産学官連携により高経年化
対策の向上を継続的に図っていく

○平成20年３月14日に提出した報告書の内容については、国の委員会
（技術評価WG）で審議予定

○必要に応じて、国は立入検査を実施

高経年化技術評価等報告書の審議

高経年化対策に係る保全活動

産学官の取り組み
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